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⽬次
都道
府県 市町村 活動団体 内容

対象⽀払
ページ多⾯ 中⼭間 環境

１．複数⽀払の活⽤と事務⽀援システムによる事務負担軽減の取組

① 岡⼭県 吉備中央
町

南北正⾏組織、北正⾏集落、
南正⾏集落、農事組合法⼈エ
コファームえーのー

農事組合法⼈を中⼼に３⽀払を活⽤し地域農業
の維持・発展と地域活性化に取り組み ○ ○ ○ 1

② 岡⼭県 吉備中央
町 ー

事務⽀援システムの導⼊による事務作業の効率
化、ＧＩＳの活⽤による現地確認作業の負担軽
減

○ ○ 3

③ 兵庫県 養⽗市 ー 事務⽀援システムの開発・導⼊による事務作業
の効率化 ○ 4

２．複数⽀払の活⽤と事務⽀援組織による事務負担軽減の取組

④ 熊本県 上天草市 ⽼岳集落
２⽀払の効果的活⽤による地域資源の魅⼒向上
と集落全体の意識向上が地域活性化の取組に発
展

○ ○ ○ 5

⑤ 熊本県 上天草市 ー 事務協議会による交付⾦事務の⽀援 〇 〇 7

⑥ ⼭⼝県 ー ー 県推進協議会による事業の推進・指導と事務⽀
援 ○ ○ 8

３．活動組織の広域化と地域内の既存団体との連携の取組

⑦ 新潟県 刈⽻村 刈⽻村広域協定 ⼀村⼀広域組織体制の確⽴と商⼯会との連携に
よる事務負担軽減の取組 ○ ○ 9



（参考）各⽀払における取組事例
項⽬ 都道府県 市町村 内容

対象⽀払
ページ

多⾯ 中⼭間 環境

1 複数⽀払の活⽤ 秋⽥県 ⼤潟村 村の全農業者の参画による⾃然環境保全の取組 ○ ○ 11

2 複数⽀払の活⽤ 宮城県 丸森町 援農ボランティアを活⽤した６次産業化の取組による所得向上 ○ ○ 13

3 複数⽀払の活⽤ 福島県 猪苗代町 担い⼿による地域の営農継続と
地域ぐるみの所得向上の取組の牽引 ○ ○ 16

4 複数⽀払の活⽤ 京都府 与謝野町 複数⽀払の活⽤を通じた営農体制の強化による
ブランド化・地域特産物の取組への発展 ○ ○ 19

5 複数⽀払の活⽤ 和歌⼭県 かつらぎ町 農業⽣産活動を継続するための環境づくりと
６次産業化や新規⼈材確保・定着の取組 ○ ○ 20

6 複数⽀払の活⽤ 広島県 庄原市 地域ぐるみでの営農継続体制づくりと耕畜連携による⽣産性向上 ○ ○ 21

7 複数⽀払の活⽤ ⼭⼝県 柳井市 農事組合法⼈を中⼼とした農地の保全管理体制の構築と、所得向
上・地域活性化の取組 ○ ○ 22

8 事務負担軽減 福島県 ⾦⼭町 組織の広域化と複数⽀払の事務の⼀元化による
取組継続の体制づくり ○ ○ 23

9 事務負担軽減 新潟県 ⽷⿂川市 ３⽀払事務⼀元化による事務負担の
⼤幅低減と交付⾦の効率的執⾏の実現 ○ ○ ○ 24

10 事務負担軽減 ⻑野県 松川村 地域おこし協⼒隊と連携した計画的な⻑寿命化対策の実施 ○ 25

11 他団体との連携 秋⽥県 由利本荘市 ⼟地改良区と連携した広域的な農地の維持・管理 ○ 26

12 他施策の活⽤ 茨城県 ⼤⼦町 ⼭村活性化交付⾦の活⽤と茶を中⼼とした所得向上の取組 ○ 29

13 他施策の活⽤ 愛知県 豊⽥市 農業経営法⼈化⽀援事業を活⽤と
収益向上に向けた６次産業化等の取組 ○ 30

14 他施策の活⽤ 奈良県 天理市 森林・⼭村多⾯的機能発揮対策交付⾦の活⽤した
周辺林地の管理と交流活動等の取組 ○ 33

15 多⾯的機能のPR 滋賀県 東近江市 「⿂のゆりかご⽔⽥」による琵琶湖固有のニゴロブナ等を保全 ○ 34



活動のポイント
 ３⽀払を効果的に使い分け、機械の共

同購⼊、農業施設の保全管理、農作物
の⾼付加価値化、地域活性化等多様な
取組を実施。

 これらの取組を農事組合法⼈が中⼼と
なり、地域全体で⽀える。

 事務⽀援システムを導⼊し、事務負担
を軽減。

交
付
⾦
の
活
動
内
容

地
域
活
性
化
に
向
け
た
取
組

①多⾯的機能⽀払交付⾦
・地域の清掃・植栽、草刈り等の農地維持管理
・農道のコンクリート舗装など施設の⻑寿命化
②中⼭間地域等直接⽀払交付⾦
・共同利⽤機械の購⼊及び維持管理
③環境保全型農業直接⽀払交付⾦
・堆肥の施⽤
○ 事務作業は、H31から町が導⼊した事務⽀援シ

ステムを活⽤し、各活動組織で実施。

 各⽀払を効果的に使い分けることに
より、より多くの活動経費に交付⾦
を充てることが可能。

 各活動組織等の間で作業⽇程を調整
し、農作業や事務作業を協⼒して⾏
うことで、個⼈所有機械も効率よく
稼働することが可能。

複数⽀払活⽤の効果

 中⼭間⽀払の積⽴⾦を活⽤し、トラクタやコンバインなどの共同利⽤機械を購⼊。平成27年
に北正⾏営農組合を⺟体として農事組合法⼈エコファームえーのーを設⽴し、地域の担い⼿
として、機械の共同利⽤や農作業受委託により営農と農地の維持管理に取り組む。

共同利⽤機械の購⼊と農地の利⽤集積

 集落の⼥性の会、ＰＴＡ、⼦ども会等が多⾯⽀払の活動組織に参加し、
地域清掃や、花の植栽等に共同で取り組むことにより、多⾯的機能への
理解と意識の醸成や地域活性化に寄与。

地域ぐるみの共同活動

 農事組合法⼈エコファームえーのーが⽣産したコメは、地元の弁当業者
に「吉備⾼原コシヒカリ」として納⼊（約30t／年）。

 「吉備⾼原コシヒカリ」は町のふるさと納税の返礼品にもなっている。

コメの販売先確保による収益確保吉備中央町

岡⼭県

今
後
の

展
開  儲かる農業の仕組みを構築し、若い新規就農者や後継者の確保図る。

農事組合法⼈を中⼼に３⽀払を活⽤し
地域農業の維持・発展と地域活性化に取り組み

＜取組キーワード＞
多⾯・中⼭間連携多様な主体の

参画

ふるさと納税の返礼品

地域ぐるみの清掃活動

①多⾯⽀払 （南北正⾏組織）
取組⾯積：26ha、 交付⾦額：約220万円
構成員：農業者31名、農業者以外15名
取組開始：H19

②中⼭間⽀払 （a.北正⾏集落、b.南正⾏集落）
協定⾯積：a.17ha、b.6ha
交付⾦額：a.200万円、b.80万円

a.個⼈配分90%、共同取組活動10%、
b.個⼈配分50%、共同取組活動50%

協定参加者：a.農業者24⼈、⾮農業者6⼈
b.農業者6⼈、⾮農業者6⼈

協定開始：H12
③環境⽀払 （農事組合法⼈エコファームえーのー）

取組⾯積：7ha、 交付⾦額：約30万円
構成員：１法⼈（8⼾）、 取組開始：H25

※重複⾯積 多⾯×中⼭間：23ha
多⾯×中⼭間×環境：7ha

【R1年度】

地区の概要

（南北正⾏組織、北正⾏集落、南正⾏集落、
農事組合法⼈エコファームえーのー）

【岡⼭県吉備中央町】
きびちゅうおうちょう

なんぼくまさゆき きたまさゆき みなみまさゆき
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きっかけ

（南北正行組織、北正行集落、南正行集落、
農事組合法人エコファームえーのー）

＜取組キーワード＞ 多面・中山間連携

共同利用機械の
購入のため、中山
間支払の活用を

検討

Step 1（H12～）

 トラクタやコンバインな
どの共同利用機械を購
入。

中山間地域等
直接支払の活用

（南正行協定、北正行協定）

Step 2（H19～）

多面的機能支払
の活用

（南北正行組織）

 農道のコンクリート舗装

や地域の清掃・植栽活

動を実施。

将来に向けて

人手不足、高齢化、機械
更新等の課題があるが、
儲かる農業の仕組みを構
築し、若手農業者の確保
につなげたい。

いま（R1）

 「吉備高原コシヒカリ」の納入量
約30t（H30）。

南北正行組織の多様な主体の活
動への参画率約６割（H30）。

農事組合法人エコファームえー
のーの北正行地区内の農地集積
率３割（H30）。

コメの販売先確保による
収益確保

 地域で収穫されたコメをブラ
ンド化し、地元業者に安定
的に納入。

 町のふるさと納税の返礼品
にも。

複数支払活用の効果

 各支払を効果的に使い分けることによ
り、より多くの活動経費に交付金を充
てることが可能。

 各活動組織等の間で作業日程を調整
し、農作業や事務作業を協力して行う
ことで、個人所有機械も効率よく稼働
することが可能。

【岡山県吉備中央町】
きびちゅうおうちょう

多様な主体の
参画

北正行地区では一部農
家の参加による集落営
農組織が存在し活動し
ており、機械の共同利
用の素地があった。

多様な主体の交付金活動への参画

 集落の女性の会、ＰＴＡ、子ども会等が多面
支払の活動組織に参加することにより、多
面的機能への理解と意識の醸成や地域活
性化に寄与。

多面支払は北正行地
区と南正行地区が１
組織として取り組み、
北地区が南地区の事
務を支援。

農地中間管理機構を
活用

市の補助事業を活
用して鳥獣防止柵
を設置

環境配慮への

意識の高まり

Step 3（H19～）
地域住民の

活動への参画
 地域清掃、花の植栽、

子どもを対象にした田

んぼの生き物調査を

地域ぐるみで実施。

Step 6（H26～）

地元弁当業者への
コメ納入

 北正行営農組合で収穫した

コメを「吉備高原コシヒカリ」

として、地元の弁当業者に

年間契約で納入。

ふるさと納税の返礼品

農道の草刈の様子

地域ぐるみでの清掃活動

Step 4（H23～）
農事組合法人

エコファームえーのー
設立

 北正行営農組合を母

体に法人化。

 共同利用機械による

農作業受委託を行う。

Step 5（H25～）

 化学肥料・化学合成

農薬の低減と堆肥の

施用。

環境保全型農業
直接支払の活用

（農事組合法人エコファームえーのー）
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事務処理システム導⼊による事務負担軽減
および現地確認作業軽減の取り組み

＜機能＞
・活動組織⽤は、⽇報として⼀つのファイルに活動内容と⽀出を⼊⼒するだけで、
⾦銭出納簿、活動記録、町への報告書が作成可能。
・市町村⽤は、活動組織から提出されたデータから⾃動で県への報告書が作成可能。
・Excel形式のため、システムに詳しくなくても導⼊しやすい。

＜活動組織＞
 活動組織は、⽇報として⼀つのファイルに活動内容と⽀出を⼊⼒
するだけで、⾃動で必要書類が作成可能なため、事務負担が軽減。

＜町＞
 活動組織の報告書の確認作業や、県に提出する報告書の作成作業
が⼀部効率化。今後、町内の活動組織の導⼊率拡⼤に取り組む。

 多⾯⽀払と中⼭間⽀払の重複状況が図⾯で視覚的に確認可能とな
り、両⽀払を実施している農地は、いずれかの担当者が両⽀払分
の現地確認を⼀度に実施することで作業を軽減。

 町では59組織が多⾯⽀
払に取り組んでおり、
町・組織ともに書類の
確認・作成事務が重荷。

 現地確認作業を多⾯⽀
払、中⼭間⽀払のそれ
ぞれ別に実施しており、
負担⼤。

取組の経緯

 H31に、県が導⼊を推進する
多⾯⽀払の事務⽀援システム
（STAfile Report）を導⼊。
町内の約1割の活動組織が導⼊。

 ⽔⼟⾥情報システムと連携し
て多⾯⽀払・中⼭間⽀払の活
動位置図を作成し、市町村に
よる現地確認等に活⽤。

取組の効果

【岡⼭県吉備中央町】
きびちゅうおうちょう

＜機能＞
・地図情報に、農地に関する各種属性情報（農地情報）
を付加した農地の地図情報システム。
・多⾯⽀払・中⼭間⽀払の実施状況を⼊⼒することで、
活動位置図や中⼭間⽀払のための傾斜測定が可能。

STAfile Report※ ⽔⼟⾥情報システム

＜取組キーワード＞
事務⽀援システム

作業⽇報 →
⼊⼒画⾯（例）

⽔⼟⾥情報 →
システム画⾯（例）

事務及び現地確認作業の負担軽減の取組

事務⽀援ソフトの仕様等

※同様の市販システムは他に多数存在するが、ここではあくまでその⼀例として紹介。
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事務⽀援システムの開発・運⽤による
活動組織・集落協定、市の事務負担軽減

＜機能＞
・活動組織⽤は、基本的に選択式による⼊⼒とし、活動記録と⾦銭出納簿を簡単に作成可能。

活動記録と⾦銭出納簿を⼊⼒すれば、ボタン⼀つで報告書が作成可能。
・市町⽤は、活動組織から提出されたデータから⾃動で県に提出する報告書が作成可能。ま

た、⽔⼟⾥情報システムと連携することにより活動位置図及び⼀筆調書を⾃動で作成可能。
＜費⽤＞
・開発費・運営費：⽇本型直接⽀払推進交付⾦（約600万円）。
・システム利⽤料：無料

市と県推進協議会による事務負担軽減の取組

＜活動組織・集落協定＞
 ⼊⼒を選択式にし、⼊⼒項⽬を最⼩限に

することにより、⼊⼒時間が短縮され、
誤記や不整合による⼿戻りが軽減。事務
負担軽減に伴い、役員（会計、書記）を
少⼈数化。

＜市＞
 活動組織の報告書の確認作業や、県に提

出する報告書の作成作業が⼤幅に効率化。
 活動組織の報告書をもとに県への報告書

を⾃動で作成できるため、活動組織の報
告書の⼊念な確認が習慣化し、活動組織
共に⽀出に対する意識が向上。

開発の経緯

 H25から導⼊した多⾯⽀払の兵庫県版事務処理シス
テムは、⼿⼊⼒項⽬が多く、PC操作に不慣れな者に
とってのハードルが⾼い上、書類間で不整合が発⽣。

 これを受け、H27に養⽗市が⽇本型直接⽀払推進交
付⾦を活⽤し、多⾯⽀払の事務処理システムを市内
のシステム会社に開発委託。

• ⾦額や便宜上備考欄に⼊⼒する事項以外は⼊⼒を選
択式にするとともに、活動区分など、活動内容を選
択すれば⾃ずと決まるものは⾃動で反映されるよう
にし、⼊⼒項⽬を最⼩限に削減。

• 領収書は整理番号を付し、⾦銭出納簿上は当該番号
で管理することで、後⽇簡単に閲覧できるよう⼯夫。

 多⾯⽀払をベースに中⼭間⽀払もシステム化。

 R1に県⼟連が推進交付⾦で
養⽗市のシステムをベースに
多⾯⽀払の兵庫県版事務⽀援
システムを開発。県内の約3
割の市町村で導⼊。市内の全
活動組織が導⼊。

 ⽔⼟⾥情報システムと連携し
て活動位置図等を作成し、市
町村による現地確認に活⽤。

 養⽗市を含む3市では、多⾯
⽀払のシステムをベースに、
中⼭間⽀払もシステム化。

システム活⽤による効果

【兵庫県養⽗市】
や ぶ し

事務⽀援システムの仕様等
兵庫県版事務⽀援システム（R1）

⾦銭出納簿⼊⼒画⾯（例）
（プルダウン式にすることで、簡単に⼊⼒）

＜取組キーワード＞
事務⽀援システム 多⾯・中⼭間連携
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活動のポイント
 ２⽀払を効果的に活⽤し、地域資源の

魅⼒が向上。

 活動を通じて集落全体の意識が向上し、
より前向きな活動に発展。

 事務⽀援組織の活⽤により事務負担が
軽減され、集落が活動に注⼒可能に。

交
付
⾦
の
活
動
内
容

①多⾯的機能⽀払交付⾦
・農道、⽤⽔路の補修
・農地の管理、景観美化活動
②中⼭間地域等直接⽀払交付⾦
・⽔路の擁壁⼯事
・⿃獣害防⽌対策（電気柵設置）
・周辺林地の管理

○ 事務作業は、事務⽀援組織（事務⽀援協議会）
へ委託。

 ２⽀払を活⽤することで⽇当、⼯事
費を確保でき、作業参加者の意欲向
上や、毎年の施⼯量の増加に繋がっ
た。

 複数⽀払の取組を集落全体で⾏うこ
とで、活動の継続・発展への意識が
醸成。イベント開催や収益向上の取
組のきっかけに。

複数⽀払活⽤の効果

地区の概要

①多⾯⽀払 （⽼岳集落）
取組⾯積：18ha
交付⾦額：150万円
（農地維持、資源向上（共同、⻑寿命化））
構成員：農業者22⼈、⾮農業者9⼈
取組開始：H19

②中⼭間⽀払 （⽼岳集落）
協定⾯積：18ha
交付⾦額：218万円
（個⼈配分20%、共同取組活動80%）
協定参加者：農業者39⼈、⾮農業者25⼈
協定開始：H12

③環境⽀払
地区内の農業者の組織する団体で実施。

※重複⾯積 多⾯×中⼭間：18ha
今
後
の

展
開

 住⺠全員が役割を持ち、活動に伴った収⼊を得られ、⽣涯現役でいられる地域づくりを推進。
 周辺集落の住⺠の参画者を増やして担い⼿の確保に繋げつつ、更なる農業所得の向上を図る。

２⽀払の効果的活⽤による地域資源の魅⼒向上と
集落全体の意識向上が地域活性化の取組に発展

【H30年度】

上天草市

熊本県
活動を継続・発
展させるため、
収益を上げる仕
組みを作りたい。

背景
 集落内の農事組合法⼈エコロジックファーマーが、平成27年度から

早期⽶を市内⼩中学校や⽼⼈福祉施設へ納⼊（約22t／年）。納⼊先
からは新⽶をすぐに⾷べられる地元ならではのよい取組と好評。

【取組１】⼩中学校等への地元⽣産⽶納⼊

 市の事業を活⽤し、加⼯所を整備。
 集落の⼥性部が参画し、ショウガの漬物、地元産の⽶

を使った味噌、地元産の野菜や⼭菜を使った惣菜、だ
んご等の菓⼦を製造し、直売所やイベントで販売。

【取組２】加⼯所の整備及び加⼯品販売

 多⾯⽀払、中⼭間⽀払により整備した農道や、彼岸花を植えた畦の
景観を活かし、平成23年度から、地区内を散策し⼭菜料理等を味わ
うウォーキングイベントを開催。（令和元年度参加者：130名）

 平成27年度から、観光協会と共同で⽥んぼアートを制作。（平成30
年度来場者：3,000⼈以上）

 ”リアルかかし”の設置により農村景観の向上と誘客機会を創出。

【取組３】販売⼒強化の取組

収
益
を
あ
げ
る
取
組

⽶味噌

⽥んぼアート

リアル
かかし

＜取組キーワード＞
イベント開催
６次産業化 多⾯・中⼭間連携

【熊本県上天草市】
かみあまくさし

（⽼岳集落）
おいだけ
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きっかけ

＜取組キーワード＞ 多⾯・中⼭間連携

⾼齢化による耕
作放棄の発⽣を

危惧

Step 1（H12〜）

 農業機械を⼊れやす
くするため、農道の
舗装・整備を実施。

中⼭間地域等
直接⽀払の活⽤

Step 2（H19〜）
多⾯的機能⽀払

の活⽤
 農道・⽤⽔路の更新、

農地の管理、景観美
化活動等の実施。

Step 6（H28〜）
6次産業化の取組

 市の事業を活⽤し加⼯所を
整備。

 ショウガの漬物、地元産の
⽶を使った味噌等を製造し、
直売所やイベントで販売。

将来に向けて
住⺠全員が役割を持ち、活動に

伴った収⼊を得られ、⽣涯現役
でいられる地域づくりを推進。

周辺集落の住⺠の参画者を増や
して担い⼿の確保に繋げつつ、
更なる農業所得の向上を図る。

遊休農地の活⽤。

いま（R1）
ウォーキングイベントの参加者

130名（R1）。
⽥んぼアートの来場者3,000⼈

以上（H30）。
早期⽶の納⼊22t（R1）。
加⼯品販売の収益60万円（R1）。
事務⽀援組織を活⽤して事務負

担を軽減。

加⼯品の販売と販売⼒強化の取組
 加⼯所を整備し、地元産の農産物を⽤

いた味噌、漬物や惣菜等などの加⼯品
を製造し、ウォーキングイベント、⽥
んぼアート、”リアルかかし”等を⾒に
来た地域内外の来訪者に販売。

複数⽀払活⽤の効果
 ２⽀払を活⽤することで⽇当、⼯事費を

確保でき、作業参加者の意欲向上や、毎
年の施⼯量の加による⼯期の短縮、維持
管理の対象農地・施設の拡⼤が実現。

 複数⽀払の取組を集落全体で⾏うことで、
活動の継続・発展への意識が醸成。イベ
ント開催や収益向上の取組のきっかけに。

イベント開催
６次産業化

集落の全員が将来に
わたる農地の維持管
理に危機感を抱いて
いた。

交付⾦で整備した景観の活⽤
 多⾯⽀払、中⼭間⽀払により整備した農道

や、畦に彼岸花を植えて美しくなった景観
を地域外の⼈にも披露したいと考え、イベ
ントを企画・開催。

市が中⼼となって設⽴した
事務⽀援組織に事務委託。
市内22活動組織・9集落協定
からも事務⼿数料を⽀払い。

地域おこし協
⼒隊の受け⼊
れ（H29〜）

制作費の半額を観光
協会が負担。
市の負担で展望台を
設置。

ボランティアの協⼒

Step 3（H23〜）
ウォーキング

イベントの開催
 地区内の散策と⼭菜料

理等を楽しむ「彼岸花
ウォーキング」を開催。

【熊本県上天草市】
かみあまくさし

（⽼岳集落）
おいだけ

Step 4（H27〜）
⽥んぼアート

の制作
 市や観光協会と連

携し⽥んぼアート
を制作。

上天草市まちづくり
事業を活⽤熊本県中⼭間モデル

地区⽀援事業（R2）

⻑寿命化⼯事はすべ
て直営施⼯すること
で⼯事費を削減し、
効果的に交付⾦を活
⽤。

集落全⼾
が参加

ウォーキングイベント農道の舗装

Step 5（H27〜）
⼩中学校等への
地元⽣産⽶納⼊
 地区の農事組合法

⼈が早期⽶を市内
⼩中学校や⽼⼈福
祉施設へ納⼊。

⽥んぼアート
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事務協議会による交付⾦事務の⽀援

＜体制＞
会⻑、副会⻑、会計（各１名）、監査役（２名）、事務局員（１名、常勤）
＜委託費＞
推進交付⾦（約100万円）、市費（約30万円）、
活動組織・集落協定負担事務⼿数料
（総交付額の３％、約100万円）
＜活動内容＞
・作業⽇報、領収書の確認（３ヶ⽉ごと）。
・様式で規定された各種提出資料の作成。

＜活動組織・集落協定＞
 継続して事務⽀援を受けることができ、共同活動

等の作業に集中できる。
 事務協議会の専属の職員が、交付⾦の使途や施⼯

内容等の相談に応じてくれるため、事業の円滑な
推進が可能に。

＜市＞
 継続して四半期に１回の全活動組織・集落協定の

作業⽇報や⾦銭出納簿の確認作業を事務協議会が
担うことで、年度末の確認作業が円滑に実施可能。

 市が作成する書類の⼤枠を事務協議会が作成する
ため、事務負担軽減に繋がっている。

 活動組織・集落協定において事務
処理が⼤きな負担。市においても
活動組織・集落協定数の増加に伴
い業務量が増加。

 H27より⽇本型直接⽀払推進交付
⾦を活⽤し、嘱託職員を1名雇⽤。
事務の負担軽減を図る。

 しかし、推進交付⾦の減少等によ
り、推進交付⾦と市費だけでは嘱
託職員の継続的な雇⽤が困難に。

取組の経緯

 R1に市が中⼼となって事務協
議会を設⽴。

 市が⽇本型直接⽀払推進交付
⾦及び市費により、事務協議
会に事務を委託。さらに、市
内の全22活動組織、9集落協
定が事務⼿数料を事務協議会
に⽀払い、協議会が事務職員
を雇⽤して、市及び活動組
織・集落協定の事務を⽀援。

取組による効果

【熊本県上天草市】
かみあまくさし

上天草市事務協議会
上天草市事務協議会

活動組織
/集落協定上天草市

活動組織
/集落協定

活動組織
/集落協定

事務⽀援事務⽀援 事務
⼿数料市費

国

推進交付⾦

熊本県

上天草市

県推進協議会の体制

＜取組キーワード＞
事務協議会設⽴

による⽀援 多⾯・中⼭間連携

事務局員による事務作業の様⼦

事務の効率化・負担軽減の取組

事務協議会組織の体制等
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⼭⼝県⽇本型直接⽀払推進協議会による
事業の推進・指導と事務⽀援

＜取組キーワード＞

＜活動内容＞
活動組織に対する事業計画・広域協定の作成指導、活
動の履⾏状況確認・指導、施設⻑寿命化のための技術
的指導、市町村が⾏う事業計画審査及び実施状況確認
の補助、実績値の取りまとめ、活動位置図の作成※ 、
「協議会だより」による活動事例や制度変更点等の情
報提供※、研修会の開催・会⻑賞表彰※

※中⼭間⽀払も対象の活動

＜運営費＞
⽇本型直接⽀払推進交付⾦（約1,600万円/年）等

 H19の農地・⽔・環境保全向上対策
開始に併せて、県、市町等からなる
県推進協議会を設⽴し、事業の推
進・指導を実施。

 H19から「協議会だより」により、
活動事例の紹介や制度の変更点等の
情報を発信。

 H20から、地域振興に関する講演と
活動組織の代表者等による活動事例
発表を⾏う協議会主催の研修会を開
催。H25からは、同研修会で会⻑賞
表彰を開始。

取組の経緯
 H27の多⾯法施⾏に伴い、⽇本型

直接⽀払推進協議会に名称変更し、
市町からの要請で中⼭間⽀払も協
議会の⽀援対象に。両⽀払の県の
所管課も⼀本化。

 H30から中⼭間⽀払も「協議会だ
より」、研修会、会⻑賞表彰の対
象に。

 ⽔⼟⾥情報システムを活⽤し、協
議会が両⽀払の活動位置図を作成。
市町村による現地確認や複数⽀払
の推進に活⽤。

取組による効果

【⼭⼝県】

⼭⼝県⽇本型直接⽀払推進協議会

 表彰制度が地域にとって活動の励みになり、共同
活動の活性化に貢献。

 協議会が県・市町村と活動組織の間に⼊り、問合
せ対応や各種説明会の案内通知などを⾏うことに
より、県・市町村の事務負担が軽減。集落協定と
も少しずつ繋がりを形成中。

 多⾯⽀払については、協議会が年度途中で活動の
中間履⾏確認を⾏うことにより、必須活動の実施
漏れを防⽌。

 多⾯⽀払・中⼭間⽀払の間で情報共有が図られる
ことにより、複数⽀払の活⽤推進が円滑に実施。

研修会参加者：1160名（H30）
（内訳） 多⾯⽀払関係者 870名

中⼭間⽀払関係者 190名
その他（官公庁） 100名 県推進協議会の体制

⼭⼝県⽇本型直接⽀払推進協議会

⼭⼝県

県内18市町※

⼭⼝県⼟地改良事業団体連合会

JA⼭⼝中央会

JA全農

⼭⼝県農業会議 事務局
･･･参事（1名）

事務局⻑（1名）
事務局員（5名）

※農振農⽤地のある県内市町村

研修会の様⼦（「農村の未来を考える研修会」（H30））

推進組織による
⽀援 多⾯・中⼭間連携

推進組織による事業の推進の取組

推進組織の体制等
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【新潟県刈⽻村】
（刈⽻村広域協定）

かりわむら

かりわむら

個々の活動組織の役
員等に負担が偏重し、
次世代の担い⼿不⾜
による活動継続への
危機感。

村が中⼼となり、持
続可能な組織体制の
構築を推進。

活動のポイント
 村単位の広域活動組織を設⽴し、持

続可能な組織体制を構築。

 村内の商⼯会に事務局機能を委託し、
事務負担を軽減。

 商⼯会がハブとなった農商⼯連携の
取組促進が期待される。

交
付
⾦
の
活
動
内
容

①多⾯的機能⽀払交付⾦
・草刈り等の農地維持
・景観作物の作付け
・⽔路等の⻑寿命化のた

めの補修等
・R1に１村単位で広域化

○ 刈⽻村商⼯会への事務
委託

広域化等の効果

地区の概要

①多⾯⽀払 （刈⽻村広域協定）
取組⾯積：527ha
交付⾦額：約4,000万円
（農地維持、資源向上（共同、⻑寿命化））
構成員：農業者、⾃治会、各種団体
取組開始：R1に、未実施集落を含めて１村１

活動組織に広域化

○ 商⼯会（広域協定事務局）
＜体制＞
事務局⻑１名、事務局員１名
＜委託費＞
広域化加算等各種加算（約170万円）、組織
負担事務⼿数料（総交付額の３〜５％、約110
万円）

今
後
の

展
開

 若い⼈の参加を期待。
 複数集落で協⼒して農地管理を⾏い、過疎化に伴う⼈⼿不⾜に対応していく必要がある。

⼀村⼀広域組織体制の確⽴と
商⼯会との連携による事務負担軽減の取組

【R1年度】

刈⽻村

新潟県 持
続
可
能
な
組
織
体
制
に
向
け
た
取
組

背景 【取組１】１村１活動組織の設⽴

 商⼯会は農産加⼯品の販路拡⼤も⾏っており、商・⼯に繋ぐハブとしての役割を期待し、広
域化加算を活⽤して、広域組織の事務局機能ごと商⼯会に委託。活動組織の事務負担を軽減
するとともに、事務局として、地域全体の実情を把握した上で、⻑寿命化⼯事の施⼯順や施
⼯内容の調整役を担うことで、円滑な施設の補修・更新の推進が可能。

【取組２】商⼯会への事務委託

 地域全体で農村環境を維持していくため、20集落の内、これま
で未実施だった７集落も巻き込み広域組織の設⽴を検討。

 ⽇本型直接⽀払推進交付⾦を活⽤し、広域化の先進地である⾒
附市広域協定の事務局である（⼀社）農村振興センターみつけ
をアドバイザーとして交え、広域化のための話し合いを実施。

 未実施集落が速やかに活動が開始できるよう、取組内容や単価
設定等の広域組織における統⼀ルールを作成。

 全集落が参加する村単位の広域活動組織を設⽴。

＜取組キーワード＞
広域化 他団体との連携

 広域化による⼯事費の確保と地域内の調整により、地域全体
で計画的かつ効率的な⻑寿命化⼯事が実施可能に。また、⽔
路全線の⼀体的な維持管理により、排⽔機能を適切に発揮。

 事務局の担い⼿確保、事務委託費の捻出が可能となり、集落
の負担が軽減。

 商⼯会への事務委託により農商⼯連携のきっかけに。村内外
の交流の促進や、６次産業化への発展を期待。
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きっかけ

＜取組キーワード＞

過疎化・⾼齢化
による取組継続

への危機感

Step 1（H19〜）

 H19に村内の2組織
で開始。

 H30には、村内の11
組織で実施。20集落
中7集落は未実施。

多⾯的機能⽀払
の活⽤

Step 5（H31〜）
バックホウ講習会

開催
 広域化に伴い、可能

な範囲で⻑寿命化⼯
事の直営施⼯を⾏い、
外注費の縮減を図る
ため、バックホウの
講習会を開催。

将来に向けて
若い⼈の参加を期待。
複数集落で協⼒して農地

管理を⾏い、過疎化に伴
う⼈⼿不⾜に対応してい
く必要がある。

いま（R1）
広域活動組織として１年経過。
構成員からは事務局体制構築に

よる事務負担軽減や⻑寿命化⼯
事の円滑な実施に対して好評価。
これまで未実施だった集落から
も、地域の⼀員として地域環境
の維持に貢献できたと好評価。

活動の統⼀ルール策定
 新規取組集落がスムーズに活動開始でき、

既存組織の活動に制約が出ないよう、取
組内容や単価設定等の統⼀ルールを作成。

広域化の効果

【新潟県刈⽻村】
かりわむら

各活動組織で事務作業
の担い⼿不⾜、地域
リーダーへの業務偏重
などの課題があり、村
役場、各活動組織とも
に取組継続に危機感を
抱いていた。

県内の広域化地区の情報収集
 同じ悩みを抱える柏崎市、出雲崎町と意⾒交換。
 広域化の先進地である⾒附市広域協定の事務局であ

る（⼀社）農村振興センターみつけをアドバイザー
派遣。

商⼯会への事務委託に
より、3〜5％の負担で
煩雑な事務から解放。

Step 3（H31〜）

 これまで未実施だっ
た７集落も含めた全
集落が参加する村単
位の広域活動組織を
設⽴。

1村1広域活動組織
の設⽴

Step 4（H31〜）
商⼯会への
事務委託

 農商⼯連携を期待し
て事務局機能ごと委
託。

 商⼯会で専任事務員
を雇⽤し、広域協定
の事務作業を実施。

（刈⽻村広域協定）
かりわむら

広域化 他団体との連携

Step 2（H30〜）
持続可能な

組織体制の検討
 村が中⼼となり、広域組織

体制の構築に向けて検討。
 アドバイザーを交え、未取

組集落を含む全集落で広域
化のための話し合いを実施。

商⼯会との連携の効果
 農商⼯連携のきっか

けになり、多分野と
交流による村内の農
の魅⼒の発⾒や、村
外への情報発信など
村内外の交流の促進
や、６次産業化への
発展を期待。

各活動組織の役員
からは、未取組集
落を巻き込んだ広
域協定設⽴の声。

多⾯⽀払の増進加算、
広域化加算を活⽤

⽇本型直接
⽀払推進交
付⾦を活⽤

広域化説明会の様⼦

 広域化による⼯事費の確保と地域
内の調整により、地域全体の施⼯
順序の調整が可能となり、効率的
な⻑寿命化⼯事が実施可能に。

 全集落が参加することで、路線全
体を⼀体的に維持管理することが
でき、排⽔機能の適切な発揮や景
観の向上が実現。 景観作物の作付け

刈⽻村商⼯会

村が早い段階で
未取組集落を含
む広域化の⽅針
を⽰したため、
調整がスムーズ
に進んだ。

⽼朽化した商⼯会
館の建て替えを機
に、名称も「産業
会館」に変更。農
商⼯連携による⼆
次的効果を⽬指す。
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